
128

　 少子高齢化や人口減少、行政へのニーズの多様化が進む中、限ら れた行政資源の中

で、 よ り 効果的で効率的な行政運営が求めら れています。

　 本市は、「 行政評価システム※1」の運用によ る成果重視型の行政運営や、計画的な職員

配置と 職員数の削減など の行財政改革を 進めてき まし たが、引き 続き 、不断に行財政

改革を 進める と と も に、職員が持つ能力を 十分に発揮でき る 職場環境づく り を 進める

必要があり ます。

　 また、今後の電子行政の構築には、マイ ナン バー制度※2 が大き く 関わっ てき ます。マ

イ ナン バー制度によ り 社会保障や税などの分野において情報連携が進むこ と で 、業務

の効率化や行政手続き の簡素化が期待さ れています。

　 本市は、 こ れまで、コ ン ビ ニエン ススト アにおける 諸証明書の発行など、市民の利

便性の向上に向けた取組を 進めて き ま し た が、情報化の推進に当た っ て は、情報セ

キュ リ ティ の確保が不可欠であり 、適切な対応を 図っ ていく 必要があり ます。

　 さ ら に、情報公開制度や個人情報保護制度の適正な運用によ り 市政の透明度を 高め

る と と も に、ホームページ等で発信する 市政・ 議会活動情報が、市民生活に役立つも

のと なるよう 、内容の充実に努めるほか、情報伝達力の向上を 図る必要があり ます。

　 加えて、市民の意見等を 市政に反映さ せる ため、引き 続き 、市長や議会が市民と 直接

対話する 機会を 創出する など 、市民と 行政によ る 情報の相互活用を 推進する 必要があ

り ます。

※1   行政評価システム  ／  施策や事業等の行政活動について 、目的や成果、 コ スト などに着目し てその有効性や効率性を 評価
し 、 その結果を 予算などに反映さ せるこ と により 、効果的かつ効率的な行政運営の継続的な改善を 目指す仕組み。

※2   マイ ナン バー制度  ／  日本に住民票を 有するすべての方（ 外国人の方も 含む。）が持つ1 2 桁の番号。社会保障、税、災害対策
の３ 分野で、複数の機関に存在する個人の情報が同一人の情報であるこ と を確認するために活用さ れる。

施策

6 -1

施策の現状と 課題

施策で目指す姿

　 市民ニーズを 的確に把握し 、行政情報を よ り 分かり やすく 市民に伝える こ

と で「 市民と 行政による情報の相互活用」を 構築し ます。

　 ま た、改革・ 改善を 不断に行い、質の高い行政サービ スを 提供すべく 積極

的な人材育成を 図り 、限ら れた資源で最大の効果を 生む、経営の視点に立っ

た効果的で効率的な行政運営を 進めます。

市民の視点に立った行政サービス
の提供
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成 果 指 標

行政改革大綱（ 第３ 次）

定員管理計画（ 第３ 次）

組織機構再編計画（ 第３ 次）

人材育成計画（ 第３ 次）

企画政策課

企画政策課

企画政策課

総務課

2 0 1 8 -2 0 2 2

2 0 1 8 -2 0 2 2

2 0 1 8 -2 0 2 2

2 0 1 8 -2 0 2 2

08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 2827計画 期間（ 西暦）個別計画名 担当課

関 連
個別計画

市民の意見や実態が市政に反映さ れている

と 認識し ている市民の割合A

市に対する市民の信頼度B

市ホームページのアク セス件数C

公の施設の利用者満足度D

総合計画に掲げた成果指標が目標値を

達成し た割合E

成果指標

減少の抑制を
目指します

増加の抑制を
目指します

更なる減少を
目指します

更なる増加を
目指します

（ ％）

6 0 .0

5 0 .0

4 0 .0

3 0 .0

7 0 .0

5 4 .0

2 0 14

5 3 .0

2 0 15

6 2 .0

2 016

5 6 .0

2 0 17

公の施設の利用者満足度

35.0%

H P H P

現状値
（ 年・ 年度）

目標値
（ 2022年・ 年度）

21.9%

（ 2017）

54.8%

（ 2017）
60.0%

56.0%

（ 2017）

52.7%

（ 2016）

510,000件

65.0%

100.0%

488,741件

（ 2016）

■ 関連データ

政策６ 　 し んら い　 信頼さ れる 行政経営によるまち づく り
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施策

市民の視点に立った行政サービスの提供6 -1

　 行政評価※3を 活用し 、確実に事務事業を 振り 返り 、問題点・ 課題を 洗い出し 、必要と

さ れる見直し や改善を 行う 、成果重視型の行政運営を 推進し ます。

　 また、業務最適化の観点から 、業務の必要性の検討や民間活力の導入等を 行う と と

も に、必要と さ れる 組織機構や職員配置の見直し を 行います。

　 さ ら に、行政手続き の簡素化などによる 利便性の向上や受付業務における 接遇向上

に努め、市民から 信頼さ れる窓口サービスを 提供し ます。

効率的で適応力に富んだ行政運営と 市民サービスの提供1.

　 人事評価制度※4 や日々のO JT※5 を 通じ て、多様化する 市民ニーズや社会情勢の変化

に対応でき る、柔軟で弾力のある発想を 持っ た人材の育成に取り 組みます。

　 また、職員が自ら の能力を 発揮し 、改革・ 改善を 実現でき る 組織風土の醸成やワー

ク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス※6を 推進する など働き 方改革に取り 組みます。

市職員の人材育成の推進2.

　 広報誌やホームページのほか、SN S※7などのコ ミ ュ ニケーショ ン ツ ールを 活用する

と と も に、様々な機会を 活用し ながら 、積極的かつ魅力ある 情報発信や情報公開を 進

めます。

　 また、市民が市政運営に参加し やすく 、意見を 出し やすい仕組みづく り を 進める と

と も に、市民から 寄せら れた意見については、市政への適切な反映を 図り ます。

市民と 行政による情報の相互活用3.

　 本会議のイ ン タ ーネッ ト 中継、「 霧島市議会だよ り 」の発行や「 議員と 語ろ かい※8」の

開催などを 通じ 、市民に身近で分かり やすい開かれた議会づく り を 支援し ます。

　 また、議会が、議決機関と し て、適正かつ効率的にその機能を 発揮でき るよ う 環境整

備に取り 組みます。

議会運営への支援4.

※3   行政評価  ／  施策や事業等の行政活動について、目的や成果、 コ スト などに着目し てその有効性や効率性を 評価し 、 その
結果を予算などに反映さ せるこ と により 、効果的かつ効率的な行政運営の継続的な改善を めざす仕組み。

※4   人事評価制度  ／  職員がその職務を遂行するに当たり 発揮し た能力及び挙げた業績を 把握し た上で行われる勤務成績の評
価を 任用、給与、分限その他の人事管理の基礎と し て活用する制度。

※5   O JT  ／  O n  th e  Jo b  Tra in in g の略。職場の上司や先輩が、部下や後輩に対し 具体的な仕事を 与えて、 その仕事を通じ て、仕
事に必要な知識・ 技術・ 技能・ 態度などを 意図的・ 計画的・ 継続的に指導、習得さ せる こ と によっ て全体的な業務処理能力や力
量を 育成する活動。

※6   ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ン ス  ／  働く 人が仕事上の責任を 果たそう と する と 、仕事以外の生活でやり たいこ と や、 やら なけ
ればなら ないこ と に取り 組めなく なるのではなく 、両者を 実現でき る状態のこ と 。

※7    SN S  ／  So cia l  N e tw o rkin g  Se rviceの略。登録さ れた利用者同士が交流でき るW eb サイ ト の会員制サービス。

※8   議員と 語ろ かい  ／  霧島市議会基本条例に基づき、「 市民に開かれた議会」、「 市民参加の機能の拡充」及び「 政策形成への適
切な反映」を 図るため、市議会議員と 市民グループや地区自治公民館、自治会等が、身近な問題等を テーマに意見交換を 行う も の。

施策の目標達成のための基本事業
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政策６ 　 し んら い　 信頼さ れる 行政経営によるまち づく り

▶

▶

▶

広報きり し まやホームページを 積極的に活用し まし ょ う 。

市政に参加する意欲を 持ちましょ う 。

議会に関心を 持ち 、積極的に傍聴し ましょ う 。

▶ 適切な役割分担の下、連携・ 協力してまちづく り を 進めましょ う 。

▶ 行政等と 連携を図り ながら 、まちづく り を推進し ましょ う 。

市民

地域

事業者
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霧島市公式フ ェ イ スブッ ク
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　 本市はこ れまで、市債残高の縮減や基金の積立等によ り 財政基盤の強化を 図る と と

も に、 コ ンビニエン ススト アでの納付を はじ めと し た納税者の利便性向上や納税相談

等を 通じ た滞納の防止など の収納対策に取り 組み、健全な財政運営に努めてき ま し

た。

　 し かし ながら 今後は、普通交付税における 合併特例措置の終了や少子高齢化に伴う

労働人口の変化によ る 市税収入の減少など 、市政運営に活用でき る 財源の縮小が見込

まれる 中で、社会保障関係経費※2 の増大は避けら れない状況にあり 、予算編成は一層

厳し さ を 増すと 予想さ れます。

　 こ のよ う な状況を 踏まえ、本市が将来にわたり 持続可能な財政運営を 推進し ていく

には、政策効果の乏し い事務事業の見直し を 行い、真に必要で成果向上余地の高い事

業を 重点化する 仕組みを 強化する と と も に、市税等の安定確保に向けて一層積極的に

取り 組んでいく 必要があり ます。

　 ま た、本市の公共施設の多く は、合併以前に旧市町において整備さ れたも ので 、今

後、一斉に更新時期を 迎え莫大な財政支出が見込まれる こ と から 、市民の理解を 得な

がら 、施設保有量の見直し ・ 適正化を 進める と と も に、未利用財産については、売却に

よ る処分や貸付による有効活用を 推進し ていく 必要があり ます。

※1   市債  ／  市の借金のこ と 。

※2   社会保障関係経費  ／  医療・ 介護の自己負担分以外の給付額など、社会保障制度によっ て給付さ れる金銭・ サービス。

施策

持続可能な財政運営の推進6 -2

施策の現状と 課題

施策で目指す姿

　 市税等の安定確保に努めるほか、未利用財産の売却処分等による新たな財源

の確保に取り 組みます。

　 また、歳入に見合っ た予算編成を行う ため、経費全般にわたる見直し や公共

施設保有量の見直し ・ 適正化による経費削減に取り 組みます。

　 さ ら に、引き 続き 市債※1残高の縮減や適正規模の基金残高を確保するこ と で

財政基盤の強化を図り 、将来にわたり 持続可能な財政運営を確立し ます。
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政策６ 　 し んら い　 信頼さ れる 行政経営によるまち づく り

成 果 指 標

公共施設管理計画 財産管理課 2 0 15 -2 0 19

08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 2827計画 期間（ 西暦）個別計画名 担当課

関 連
個別計画

一般財源の歳入額と 歳出額の差

（ 当初予算の財政調整基金繰入額）A

市債残高B

基金残高（ 財政調整基金、減債基金、

特定建設事業基金の残高合計）C

成果指標

減少の抑制を
目指します

増加の抑制を
目指します

更なる減少を
目指します

更なる増加を
目指します

※ 目標値の空欄について

 2 0 1 8 （ 平成3 0 ）年度に策定する「 霧島市経営健全化計画（ 第３ 次）」の数値目標と 整合性を 図る ため、空欄にし ています。

633
6 2 2

6 0 5

6 5 8
671

2 014

6 0 0

55 0

5 0 0

6 5 0

7 0 0

2 015 2 0162 0132 012

¥¥¥¥
¥¥

¥¥ ¥¥
¥¥

（ 億円）

市債残高

— ※

¥¥

¥¥

¥¥

現状値
（ 年・ 年度）

目標値
（ 2022年・ 年度）

14億円

（ 2016）

605億円

（ 2016）
— ※

— ※166億円

（ 2016）

■ 関連データ
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施策

持続可能な財政運営の推進6 -2

　 市税や使用料等の安定的な確保や、定期的な使用料・ 手数料の検証によ る受益者負担

の適正化に加え、未利用財産の売却処分等を 行う こ と で積極的な財源確保に努めます。

　 また、市債※3 残高の縮減による 公債費※4 の削減や経費全般にわたる 見直し に取り 組

み、限ら れた財源の中で社会情勢等を 踏まえた事業の選択と 集中※5 を 行い、収支不足

額の抑制を 図り ます。

　 さ ら に、予算執行基準等の徹底を 図る こ と で、公共工事など における 公正性・ 公平

性を 確保し 、適正な予算執行に努めます。

歳入に見合った予算編成と 適正な予算執行1.

　 資料・ 情報等の積極的な収集を 通じ 、課税客体を 正確に把握し 、適正かつ公平な課

税に努める と と も に、電子納付を はじ めと する 納付方法を 検討し 、自主納税し やすい

環境づく り に取り 組みます。

　 また、滞納者に対し て、納税相談や徹底し た財産調査を 行う と と も に、差押等の法的

措置を 強化する こ と で税の公平性の確保に努めます。

　 住宅使用料、保育料についても 、徴収の強化を 図り 、収納率の更なる向上を 目指すと

と も に、文書催告や臨戸訪問を 通じ 、新たな滞納の防止に努めます。

適正・ 公平な課税・ 収納2.

　 施設保有量の見直し ・ 適正化を 推進し 、公共建築物の維持管理や更新等に係る経費

の縮減を 図り ます。

　 また、市有地の処分・ 利活用に関する 方針を 策定し 、未利用財産（ 普通財産※6）の売

却・ 有効活用を 計画的に進めます。

市有財産の適切な管理と 利活用3.

※3   市債  ／  市の借金のこ と 。

※4   公債費  ／  こ れまでの公共事業などの財源と し て借り 入れたお金の返済に使われた費用。

※5   選択と 集中  ／  特定の分野・ 領域を選び、 そこ に人材や資金などの資源を集中的に投入するこ と 。

※6   普通財産  ／  行政目的で用いていない財産。行政財産と 異なり 、特定の用途又は目的を 持たないため、貸付、交換、売却、贈与
や、私権を 設定するこ と ができ る。

施策の目標達成のための基本事業
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政策６ 　 し んら い　 信頼さ れる 行政経営によるまち づく り

▶

▶

▶

税金について理解し 、期限内の申告を 行いまし ょ う 。

税金や使用料の期限内納付に努めましょ う 。

市の予算や財政状況に興味や関心を 持ちまし ょ う 。

▶ 今後の公共施設のあり 方について、共に考えましょ う 。

市民・ 事業者
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